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1：年金制度改革の評価軸
２：新人口推計について
３：日本の年金制度の状況
４：２０２４年年金改革のポイント

２

報告の構成



1：持続可能性の確保（財政安定性）
２：給付の十分性（低所得者への対応）
３：人口、社会経済の対応力(就業構造、家族
形態の変化。非正規労働者やギグワーカーの
増加。未婚率の上昇、共働きの増大）
→1と2のバランスはかなり際どい状態
→3は不断の改革が必要（ゴールはない）
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年金制度改革の評価軸



新人口推計の概要
2040年まで毎年16万人の外国人が純増する（2017年推計より9万人多い）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」
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出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」
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資料１：人口数の長期予測



65歳以上人口比は前回とほぼ同様

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）」

老年人口指数は前回とほぼ同様
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資料２：人口構造の長期予測



日本の65歳余命は25年－30年

7出典：OECD（2023）Pension at Glance



1：５年間隔の年金改革（04，09，14，19，24年）
２：２００４年改革（保険料固定、給付抑制）

３：２００４年改革の限界（非正規労働者の増加（団
塊ジュニア世代（氷河期世代））、基礎年金の給付
水準の大幅な低下への対応）

４：人口減少・高齢化への対応（少子化、寿命の伸
長。６５歳以降の就労促進と私的年金の充実）
５：年金におけるジェンダー問題への対応
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日本の年金制度の課題



2000年前半の諸外国の年金改革の目標
Chlon-Dominczak,A.and Marek,M.(2003)Commitment and Consensus in Pension Reform.in “Pension Reform, in Europe: Process 
and Progress”, (ed. by Holzmann,R., Mitchell.O and Rutkowski,M ), World Bank Publications.
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各国は何を改革の目標にしたか（各国専門家の回答）→２００４年年金改革（財政安定性）
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10出典：厚生労働省年金会2019年財政検証

2019年検証：6パターンで確認



11出典：厚生労働省年金会2019年財政検証

2019年検証：標準パターンの見通し



次回の検証
2024年改革5つの大項目

1：被用者保険の更なる適用拡大

・被用者保険の適用対象となる短時間労働者の企業規模要件、個人事業所にお
ける非適用業種の適用範囲の見直し

・賃金要件や労働時間要件等に見直しを加え、一定程度、働く被用者を全て被用
者保険の適用対象

2：基礎年金の拠出期間延長•給付

・基礎年金の保険料拠出期間を現行の40年(20〜60歳)から45年(20〜65歳)に延
長し、拠出期間が伸びた分に合わせて基礎年金が増額する仕組み

3：マクロ経済スライドの調整期間の一致

・基礎年金(1階)と報酬比例部分(2階)に係るマクロ経済スライドの調整期間を一致
させる

4：在職老齢年金制度

・就労し、一定以上の賃金を得ている65歳以上の老齢厚生年金受給者を対象に、
当該老齢厚生年金のー 部または全部の支給を停止する仕組み(在職老齢年金制
度)の見直し

5：標準報酬月額の上限

・厚生年金の標準報酬月額の上限(現行65万円)の見直し

＋これとは別に、私的年金（企業年金）の拡充

全体を通じた大きな動向
A：65歳までの就労継続・
年金適用の確立
（65歳以降の就労阻害要
因の克服）
B：厚生年金を年金制度の
中心として、国民年金1号
は補足的な年金制度に（職
業別年金制度の終焉）
→人生90年時代の到達に
合わせた「能力」に応じた
負担
C：公的年金の給付縮小を
補うための私的年金
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基礎年金の給付水準と政策選択肢
、受給開始年令の組み合わせ

（出典：日経新聞経済教室年金、繰り下げ受給へ誘導も あるべき社会保障改革
駒村康平・慶応義塾大学教授2022年12月22日）
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今後の改革の基本的な考え方
•1：65歳以降の余命が25～30年程度あることを想定し、
健康、能力を維持し、なるべく長く働く。

•働くことにより健康維持、認知機能維持効果、孤独・
孤立を回避できる。

•2：高齢、女性もフルタイマーに近い状態で働く。
•女性の能力をより生かす社会。
•2階建て年金を受け取れる高齢者を増やす
•３：公・私年金の連携
•４：ビスマルク型年金制度（職業別）と性別役割分業型
年金制度の見直し
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